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第１ 監査の概要

県で処理する事務事業が，法令の定めるところにしたがって行われているか，県
民の福祉の増進に寄与しているか，最少の経費で最大の効果を挙げているかなどの
観点から監査するため，地方自治法第１９９条第２項の規定に基づく行政監査を実
施することとした。

１ 監査の目的
県が実施している事務事業のうち，特定の対象を選定し，それぞれに監査テー

マを設定した上で，目標に対して効果が挙がっているか，その運営が経済的，効
率的に行われているかなどについて監査を行い，もって効率的で効果的な事務事
業の推進に資することとした。

２ 監査の対象
各部局が所管している事務事業の中から次の２つを選定し，これらの事務事業

を実施している出先機関，本庁主務課を対象とすることとした。

事務事業名 監査テーマ 実地監査対象機関
出先機関におけ 出先機関における 鹿児島地域振興局総務企画部，同農林水産部，同建設部
る公用車の適正 公用車の保有・配置 北薩地域振興局総務企画部，同農林水産部，同建設部，
管理事務 使用，管理等の状況 大島支庁総務企画部，同農林水産部，同建設部

について いちき串木野警察署，薩摩川内警察署
管理調達課，警務課，監察課

出先機関におけ 出先機関における 大隅地域振興局保健福祉環境部，同建設部
る高額備品の適 高額備品の使用，管 大島支庁保健福祉環境部
正管理事務 理，処分等の状況に 宮之城高等技術専門校，姶良高等技術専門校

ついて 県立鹿児島工業高等学校，県立隼人工業高等学校
県立大島病院，県立北薩病院
管理調達課，総務福利課，学校施設課，県立病院課

（注）公用車については，自動二輪車を除き，県警察の国費で購入した車両を含めた。
（注）高額備品については，重要物品のうち購入価格及び評価価格が３００万円以上のもの（車両

船舶，美術工芸品及び動物を除く ）とした。また，平成１０年度に行政監査を実施した試験。
研究機関を監査対象機関から除いた。

３ 監査の対象年度
平成２１年度

４ 監査の実施期間
平成２２年５月～同２３年２月

５ 監査の実施方法
監査対象とした事務事業について，本庁６課，２０出先機関から提出された監

査調書等に基づき監査（実地又は書面）を行った。



- 2 -

第２ 事務事業別の監査結果
１ 出先機関における公用車の適正管理事務
 事務事業の概要
① 事務事業の目的

公用車の適正な保有・配置，管理，効率的な使用等を図り，公務の迅速かつ
効率的な執行に資することを目的とする。

② 事務事業の内容
公用車の保有状況については，平成２１年度末現在，県全体で２，３６４台

（本庁３６５台，出先機関１，９９９台）となっている。
このうち，出先機関においては，知事部局等が１，１９６台，県警察が

８０３台となっている。

知事部局等の１，１９６台のうち，７地域振興局・支庁（以下「地域振興局
」 。） ， ，等 という の保有台数は８７９台で 平成１９年度末の９００台と比べると

組織再編等により２１台の減車となっている。

地域振興局等８７９台の内訳については 職員自ら運転する公用車 以下 職， （ 「
員運転車両 という が６９２台 専任の運転技師が運転する公用車 以下 運」 。） ， （ 「
転技師付車両」という ）が７７台，道路維持作業車などの特殊車両が１１０台。
となっている。

公用車の管理等について 知事部局 教育委員会及び県議会等においては 県， ， 「
公用車管理規程 （以下「県訓令」という ）に基づき，県警察においては「県」 。
警察車両の管理等に関する訓令 （以下「警察訓令」という ）に基づき，適正」 。
かつ効率的な運行及び良好な管理並びに安全運転の確保等を図ることとなって
いる。

公用車の取得・処分について，知事部局等においては，本庁出納局所管分に
ついては出納局が一元的に処理し，出先機関では本庁予算主務課に要求し更新
等を行っており，また，老朽化等により不用となったものについては各出先機
関において処分を行っている。県警察においては，県警察本部警務部が一元的
に処理している。

表１ 県全体の公用車の保有状況（平成２１年度末現在） （単位：台，％）

本 庁 出先機関 計 構成比

知 事 部 局 等 １００ １，１９６ １，２９６ ５４．８

県 警 察 ２６５ ８０３ １，０６８ ４５．２

―計 ３６５ １，９９９ ２，３６４

(注) 県警察の公用車は国費車両を含む。

(注) 知事部局等は，知事部局，教育委員会，県議会，工業用水道部及び県立病院局

表２ 知事部局等の出先機関における公用車の保有状況 （単位：台）

７地域振興局・支庁 その他 計

職員運転車両 運転技師付車両 特殊車両 計 出先機関

６９２ ７７ １１０ ８７９ ３１７ １，１９６
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 監査の実施
① 着眼点
ア 公用車の保有・配置，使用は適切に行われているか。
イ 公用車の管理・安全運転の確保等は適正に行われているか。
ウ 公用車の保管転換等処分は適切に行われているか。

② 事務事業の執行状況
ア 公用車の保有・配置，使用

公用車の保有状況について，地域振興局等の職員運転車両は６９２台で，
最も多い大隅は１３５台，少ない熊毛は６８台となっていた。
また，運転技師付車両は７７台で，最も多い大隅は１６台，少ない熊毛は

７台となっていた。

公用車の使用状況について，職員運転車両６９２台の稼働率（年間使用日
数を年間勤務日数２４５日で除したもの。以下同じ ）は６２．１％で，最も。
高い大隅は６６．６％，低い熊毛は５０．０％と地域振興局等の間で差異が
見られ，また，地域振興局等内の部間（鹿児島において最も高い建設部は
７５．７％，低い農林水産部は４９．８％など）でも差異が見られた。
また，運転技師付車両７７台の稼働率は６６．６％で，最も高い北薩は
７４．９％，低い熊毛は５４．０％で，職員運転車両と同様に局等間・局等
内の部間で差異が見られた。

公用車の使用状況の把握について，本庁においては出納局が所管する公用
車全体の使用状況を把握していたが，地域振興局等においては，県訓令第
１５条に基づき公用車運行集計表を作成し，車両毎の毎月の運行状況は集計
されているものの，局等や部，課全体の使用状況については把握されていな
かった。

公用車の効率的な使用について，地域振興局等の各部長等は，県訓令第４
条により車両管理者として公用車の適正かつ効率的な運行等を図ることとさ
れているが，実際には使用状況は把握されておらず，公用車は課又は係単位
で管理・運用されているなど，県訓令に基づき効率的な使用に取組むという
認識はないように見受けられた。

地域振興局等では，公用車集中管理化実施に係る基本方針（平成２２年１
月策定）に基づき，公用車の集中管理化が進められているが，５地域振興局
においては集中管理車両が目標台数の１０台を確保できず，また，２支庁に
おいては未だ着手していない。

表３ 地域振興局等における職員運転車両の保有状況 （単位：台）

鹿児島 南薩 北薩 姶良・伊佐 大隅 熊毛 大島 計

総 務 企 画 部 ８ ３ ４ ３ ５ ９ １７ ４９

保健福祉環境部 ８ １３ １６ １９ １９ ９ ３０ １１４

農 林 水 産 部 ４３ ４９ ５６ ４７ ８４ ３１ ４９ ３５９

建 設 部 ２９ １８ ２７ ２３ ２７ １９ ２７ １７０

計 ８８ ８３ １０３ ９２ １３５ ６８ １２３ ６９２
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表４ 地域振興局等における運転技師付車両の保有状況 （単位：台）

鹿児島 南薩 北薩 姶良・伊佐 大隅 熊毛 大島 計

総 務 企 画 部 ２ １ １ １ １ ３ ８ １７

保健福祉環境部 １ ２ ２ ２ ２ ２ １ １２

農 林 水 産 部 ２ ２ １ ２ ４ １ ０ １２

建 設 部 ６ ４ ６ ６ ９ １ ４ ３６

計 １１ ９ １０ １１ １６ ７ １３ ７７

表５ 地域振興局等における職員運転車両の稼働率 （単位：％）

鹿児島 南薩 北薩 姶良・伊佐 大隅 熊毛 大島 平均

総 務 企 画 部 60.9 54.4 50.6 71.2 68.2 45.9 58.3 57.2

保健福祉環境部 67.3 54.8 68.1 70.7 76.5 55.0 75.1 69.0

農 林 水 産 部 49.8 63.5 58.9 58.7 62.4 46.6 56.2 57.4

建 設 部 75.7 73.3 71.3 61.0 74.5 57.0 68.5 69.5

平 均 59.7 64.1 64.6 61.7 66.6 50.0 62.8 62.1

(注) 平均＝７地域振興局等の全車両の稼働日数合計÷車両台数÷年間勤務日数（２４５日）

表６ 地域振興局等における運転技師付車両の稼働率 （単位：％）

鹿児島 南薩 北薩 姶良・伊佐 大隅 熊毛 大島 平均

総 務 企 画 部 78.6 55.9 61.2 85.3 82.9 45.7 68.8 66.5

保健福祉環境部 68.6 70.8 83.1 76.7 81.2 61.6 92.7 75.0

農 林 水 産 部 46.1 55.1 64.1 46.3 51.6 33.1 49.9―
建 設 部 82.4 60.3 76.3 69.2 61.9 84.5 66.4 70.1

平 均 73.8 61.0 74.9 67.0 61.7 54.0 69.9 66.6

(注) 平均＝７地域振興局等の全車両の稼働日数合計÷車両台数÷年間勤務日数（２４５日）

公用車の保有・配置について，本庁総務部は各予算主務課の要求に基づき
， ，所要の予算措置を講じ 予算主務課は出納局に車両購入を依頼するとともに

地域振興局等の各課を納入先に指定し納車させており，基本的には納車を受
けた各課単位に割り当てて使用されているが，中には係単位のところもある
などばらつきが見受けられ，保有・配置の考え方は必ずしも明確ではなかっ
た。

一方，県警察の公用車については，県警察本部警務部において，各警察署
の公用車全体の稼働率などを把握し一元的に配置を行っていることから，警
察署間において稼働率の差異は見られなかった。

イ 公用車の管理・安全運転の確保等
(ｱ) 公用車の管理

地域振興局等の公用車の管理については，車両管理者（各部長等）が整備管
理者とともに，所管する公用車の点検等について必要な措置を講ずることとさ
れている。

道路運送車両法第４７条の２に基づく運行開始前の点検については，公用車
を運転する職員は，県訓令に定める仕業点検簿により実施することとされてい
るが，点検項目に従って実施されていない事例が見られた。
また，整備管理者は職員に対し公用車の保管や盗難の予防等について指導監

督することとされているが，施錠されずに保管されているものもあるなど指導
監督が徹底しているとは見受けられなかった。
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同法第４８条に基づく定期点検については，車検整備時の定期点検は適正に
実施されていたものの，車検整備時以外の定期点検（車検を伴わない６ヶ月，
１２ヶ月をいう。以下同じ ）は，鹿児島の建設部は実施していたが他の部は実。
施しておらず，北薩の各部も一部車両しか実施していないなど，局等間・局等
内の部間でも差異が見られた。

表７ 鹿児島・北薩地域振興局の定期点検の実施状況 （単位：台，％）

鹿児島地域振興局 北薩地域振興局

総務企画部 農林水産部 建設部 総務企画部 農林水産部 建設部

対象車両 ① ９ ２４ ２２ ５ ３１ ２１

実施車両 ② ０ ０ ２２ １ １２ ５

実施率 ②／① 0.0 0.0 100.0 20.0 38.7 23.8

(注) 対象車両は車検整備時以外の定期点検に係るもので，特殊車両も含む。

一方，警察署の公用車の管理については，車両使用責任者（警察署長）が整
備管理者とともに，所管する公用車の点検等について必要な措置を講ずること
とされている。

道路運送車両法第４７条の２に基づく運行開始前の点検については，警察訓
令により車両毎に指定された取扱責任者が自動車点検基準に従い実施し，その
結果を日常点検記録簿に記録していた。また，整備管理者が実施結果を確認し
ていた。

同法第４８条に基づく車検整備時以外の定期点検については，警察署におい
ては点検に時間を要することなどから実施されていなかったが，現在は，県警
察本部警務部の指導により全車両の実施に向けた取組が開始されている。

(ｲ) 公用車の安全運転の確保等
地域振興局等の公用車の安全運転の確保等については，車両管理者が安全運

転管理者（各課長等）とともに，職場研修や職員会議，安全運転講習会（年１
回）等を通じて職員に対し，安全運転の確保や交通事故の防止等について指導
しているが，公用車等による交通事故は，平成２１年度知事部局等において
３５件発生していた。

公用車の安全運転の確保等の指導について，出納局においては県訓令に基づ
き毎年１回安全運転管理者等研修会を開催し，地域振興局等の安全運転管理者
等に対し点検や交通事故防止，講習会の開催等を指導しているが，点検等の実
施状況については確認していなかった。

一方，警察署の公用車の安全運転の確保等については，車両使用責任者が安
全運転管理者（副署長等）とともに，署内の課長会議等を通じて職員に対し，
安全運転の確保や交通事故の防止等について指導しているが，公用車等による
交通事故は，平成２１年度６３件発生していた。

表８ 公用車等の交通事故（本庁及び出先機関）の発生件数 （単位：件）

知事部局等 県警察 計

H19 H20 H21 H19 H20 H21 H19 H20 H21

２７ ２４ ３５ ８２ ５５ ６３ １０９ ７９ ９８



- 6 -

ウ 公用車の保管転換等処分
保管転換等処分については，物品の不用の決定を行うときは，当該物品を必要

と見込まれる他の所属と連絡をとり，保管転換の要否等を考慮したうえで処理す
ること（県会計規則施行指針第７６）とされており，まず保管転換に努めたうえ
で，なお保管転換先がない場合には，売払い又は廃棄することができることとな
っている。

公用車の処分については，鹿児島など３地域振興局等における過去３年間の実
績を見ると，保管転換が１２台，売払いが１３台，廃棄等が４台となっていた。

保管転換の要否等についての他の機関との連絡については，出納員等の個人の
経験や判断で行っているものがある一方で，職員コミュニケーションシステムの
電子掲示板の活用の事例も見られた。
売払い等の処分については，鉄くずとしての売払いがほとんどであったが，中

には予定価格を積算せずに売払いをしている機関があった。
また，廃棄費用を支出して廃棄している機関もあった。

一方，県警察においては，県警察本部警務部が公用車の保管転換等処分を一元
的に管理しており，各警察署の公用車の使用状況等に応じて保管転換を指示する
とともに，公用車として使用できない車両については一括して鉄くずとして売払
いをしていた。

表９ 公用車の処分等実績（過去３カ年間） （単位：台）

保管転換 売払い 廃棄 その他 計

（ ）譲与

鹿児島地域振興局 ７ １ ８

北薩地域振興局 ５ ５ １０

大 島 支 庁 ８ ３ １１

計 １２ １３ ３ １ ２９

 監査結果
出先機関における公用車の適正管理事務について確認・検証したところ，次のよ

うな「改善・検討を要する事項」があった。

【改善・検討を要する事項】
① 公用車の保有・配置，使用

公用車の使用状況については，地域振興局等における職員運転車両全体の稼働
率は６２．１％で，最も高い局等と低い局等の差は１６ポイント以上あるほか，
局等内の部間でも稼働率に差異があるなど，必ずしも効率的に使用されていると
は言えない状況にある。
また，公用車の保有・配置については，これまで地域振興局等における適正台

， ，数の検討が行われないまま 局等の各部や各課が個別に更新等を行ってきており
このことが局等間・局等内の部間において稼働率の差異が生じている一因になっ
ているものと考えられ，必ずしも効率的に保有・配置されているとは言えない状
況にある。
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公用車の使用状況の把握については，公用車の効率的な使用や稼働率の向上を
図るための前提であるが，地域振興局等においては部内全体の使用状況を把握し
ている部署等がないことから，出納局においては車両管理者の責務として「使用
状況の把握」の県訓令への明記や部署の設置などについて検討すること。

公用車の効率的な使用については，地域振興局等の部内において共同使用など
弾力的な運用に努めることが必要であると考えられるが，課や係単位で管理・運
用され他部署では使用し難い状況にあることから，車両管理者はその改善方策に
ついて検討すること。
また，現在，地域振興局等において進められている公用車の集中管理化につい

ては，目標台数の１０台を確保できていないなど取組が不十分であることから，
集中管理化の取組を一段と加速しながら，静岡県など他県の例も参考にしつつ車
両管理者を中心とした集中管理の仕組みを構築していくこと。

公用車の保有・配置については，県訓令を所管する出納局及び各機関の業務量
等や公用車の予算措置を所管する総務部においては，地域振興局等と連携を図り
効率的・効果的な配置台数などについて検討すること。
その上で，稼働率を勘案しながら，必要に応じて減車等の措置を講じること。

なお，地域振興局等の運転技師付車両についても，全体の稼働率は６６．６％
で，最も高い局等と低い局等の差は２０ポイント以上あるなど，職員運転車両と
同様に局等間・局等内の部間で差異が見られることから，使用状況の把握や稼働
率の向上対策と併せて適正配置を検討すること。

② 公用車の管理・安全運転の確保等
公用車の管理については，交通事故の防止等の観点から重要であることから，

， ，地域振興局等においては 道路運送車両法に基づく運行開始前の点検や定期点検
施錠など公用車の保管を適正に実施すること。

公用車の安全運転の確保等については，公用車を運転する職員の交通安全意識
の高揚を図る必要があるが，地域振興局等において安全運転講習会を欠席してい
る職員も見られることから，安全運転管理者等は職員の指導教育等に十分取り組
むこと。

地域振興局等の公用車の管理や安全運転の確保等について，出納局においては
毎年１回地域振興局等に対し県訓令等の説明会を開催し，運行開始前の点検等公
用車の適正な管理や安全運転講習会の開催などの指導を行っているが，地域振興
局等における実施状況などの確認は行っていないことから，実施状況を定期的に
確認するとともに，指導の徹底を図ること。

③ 公用車の保管転換等処分
公用車の保管転換等処分について，地域振興局等においては各機関が独自の方

法により処理している状況にあることから，出納局においては，保管転換の具体
的なマニュアルの作成などについて検討すること。
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２ 出先機関における高額備品の適正管理事務
 事務事業の概要
① 事務事業の目的

， ， ，高額備品を含む重要物品の適切な保有 管理 効率・効果的な使用等を図り
質の高いサービスを提供することを目的とする。

② 事務事業の内容
重要物品（購入価格及び評価価格が１００万円以上のもの等で車両船舶及び

動物を含む。以下同じ ）の保有状況については，平成２１年度末現在，県全体。
で８,９６４点，約４９４億円（本庁１,２７０点（約１１５億円），出先機関
７,６９４点（約３７９億円 ）となっている。）
このうち，高額備品（重要物品のうち購入価格及び評価価格が３００万円以

上のもので車両船舶，美術工芸品及び動物を除く。以下同じ ）の出先全機関の。
保有状況については１,１８６点（約１５５億円）で，その中で大隅地域振興局
保健福祉環境部や県立大島病院など９出先機関（以下「出先９機関」という ）。
の高額備品の保有状況については，３２１点（約５１億円）となっている。

高額備品については，効率・効果的に使用することが必要であり，その管理
， ， ，については 県会計規則等に基づき 出先機関の長が管理及び出納命令を行い

出納員等が保管及び記録管理を行っている。また，出納員等は所管に属する物
品を亡失又は損傷させないよう良好な状態で保管することとされている。

高額備品の取得については，出先機関の長が所管業務を執行するため，必要
に応じ県会計規則等に基づき所定の手続を経て購入等を行い，また，その処分
については，出先機関の長が保管転換の要否等を考慮したうえで不用の決定を
行い，売払い又は廃棄することができるとされている。

表１ 県全体の重要物品の保有状況（平成２１年度末現在） (単位：点，千円）

本 庁 出先機関 計
区 分

点 数 金 額 点 数 金 額 点 数 金 額

知事部局等 1,270 11,538,023 6,569 29,551,653 7,839 41,089,677

県立病院局 1,095 7,018,085 1,095 7,018,085

工業用水道部 30 1,285,076 30 1,285,076

計 1,270 11,538,023 7,694 37,854,814 8,964 49,392,837

表２ 出先機関における高額備品の保有状況 (単位：点，千円）

区 分 点 数 金 額

地域振興局 219 4,636,588

単独事務所 196 1,714,144

県立学校 340 2,740,923

警察署等 27 133,889

県立病院 378 4,965,896

工業用水道部 26 1,279,218

計 1,186 15,470,658

 監査の実施
① 着眼点
ア 高額備品の使用及び管理は適切に行われているか。
イ 高額備品の処分及び取得は適正に行われているか。
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② 事務事業の執行状況
ア 高額備品の使用及び管理
(ｱ) 使用状況

高額備品の使用状況について，出先全機関が保有する１,１８６点につい
ては，年間使用日数５０日未満のものが３９４点と約３分の１を占め，う
ち１５４点は１年間使用実績がなかった。また，１５４点のうち取得後
１０年以上経過したものが１３２点（約８６％ ，５年未満のものも８点あ）
った。
そのうち，出先９機関が保有する３２１点については，年間使用日数５０

日未満のものが７５点と約４分の１を占め，うち県立高校のＬＬ装置や試
験研究機器・県立病院のリニアック等医療機器など３６点は，学科廃止や
診療休止等により１年間使用実績がなく，中には長期間使用されないまま
教室等を占有しているものも見られた。

高額備品の適切な管理，有効活用を図るためには，使用状況を定期的に
把握する必要があるが，出先９機関においては，Ｘ線撮影装置（地域振興
局保健福祉環境部）やＣＴ・ＭＲＩ等医療機器（県立病院）など一部のも
のについては照射録や四半期毎の実績報告等により使用状況が把握されて
いたものの，これ以外の大部分の高額備品については把握されていなかっ
た。
また，高額備品の使用状況については，財務会計システムにおいて，車

両類等については年間稼働日数等を公用車運行集計表に基づき入力するこ
とにより把握することは可能であるが，これ以外の工作機械類などについ
ては入力するようになっていないため把握できるようになっていない。
なお，病院等の公営企業のものについては財務会計システムの対象とな

っておらず，ＣＴ・ＭＲＩ等以外の大部分のものについて記録する仕組み
はなかった。

表３ 出先全機関における高額備品の年間使用実績 （単位：点）

50日未満 50日以上
区 分 200日以上 計

うち０日 200日未満

地域振興局 62 44 10 124 196

単独事務所 86 28 80 53 219

県立学校 174 48 136 30 340

警察署等 13 4 8 6 27

県立病院 56 29 104 218 378

工業用水道部 3 1 1 22 26

計 394 154 339 453 1,186

表４ 出先全機関における１年間使用実績のない高額備品の取得後経過年数 （単位：点）

５年以上
区 分 ５年未満 10年以上 計

10年未満

地域振興局 ２ ６ ３６ ４４

単独事務所 ４ ５ １３ ２８

県立学校 １ ４７ ４８

警察署等 ４ ４

県立病院局 ２ ２ ２５ ２９

工業用水道部 １ １

計 ８ １４ １３２ １５４
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表５ 出先９機関における高額備品の保有状況及び年間使用実績 （単位：点，千円）

保有状況 年間使用実績

区 分 50日未満 50日以上 200日以上
点 数 金 額

うち０日 200日未満

大隅地域振興局保健福祉環境部 ５ 44,659 ５ ３

大島支庁保健福祉環境部 ２ 13,182 １ １ １

大隅地域振興局建設部 ２５ 2,075,524 ５ ５ ２０

宮之城高等技術専門校 １１ 62,781 ９ ２ ２

姶良高等技術専門校 ３１ 158,116 ８ ２３

鹿児島工業高等学校 ３０ 256,740 ２０ ７ １０

隼人工業高等学校 １５ 113,755 ４ ３ １１

県立大島病院 １１７ 1,360,932 ４２ ７５

県立北薩病院 ８５ 1,008,581 ２３ １５ ２４ ３８

計 ３２１ 5,094,270 ７５ ３６ １１３ １３３

(ｲ) 管理状況
高額備品の保管や点検等管理については，県会計規則等において，出納

員等は所管する高額備品を亡失又は損傷させないよう良好な状態で保管す
， ，るとともに 年１回関係帳簿と現物とを照合確認することとされているが

点検に関しては特段の定めはない。

現物の確認については，亡失を未然に防止するなど高額備品を管理する
上で基本となるものであり，出先９機関においては，業務量や高額備品の
数量などの状況に応じた方法等で実施されていたが，中には数量の多さに

。加え時間的制約などから確実な照合確認が行われていない事例も見られた
なお，複数の機器等から構成され「一式」とのみ登記されているパソコ

ンや厨房機器等の備品（以下「集合備品」という ）についても，構成する。
機器の明細を記入する様式が定められていないために別途明細を記録して
おり，中には記録が不十分なため現物の確認ができない事例が見られた。

また，点検には，法令の規定により義務づけられている法定点検と，法
定点検以外に，メーカーの取扱説明書で推奨されているなどの自主点検が
ある。
法定点検について，コンテナクレーン(地域振興局建設部)や滅菌用圧力

容器(県立病院)などについては労働安全衛生法で義務付けられている点検
が行われていたが，Ｘ線撮影装置等（地域振興局保健福祉環境部等）につ
いては医療法で定められている保守点検計画が策定されていないなど適正
に行われていない事例が見られた。
自主点検については，使用者が機器の作動・破損の状況確認など点検を

実施していたが，点検の結果を記録していない事例が見られた。

イ 高額備品の処分及び取得
(ｱ) 処分状況

高額備品の処分については，物品の不用の決定を行うときは，当該物品
を必要と見込まれる他の所属と連絡をとり，保管転換の要否等を考慮した
うえで処理すること（県会計規則施行指針第７６等）とされており，まず
保管転換に努めたうえで，なお保管転換先がない場合には，売払い又は廃
棄することができることとなっている。
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高額備品の処分状況については，出先９機関において過去３年間（平成
１９～２１年度）に不用の決定が行われたものは８点にすぎないが，１年
間使用実績がなく不用の決定が行われていないものが３６点（取扱未定
１０，取扱決定２６（売払４，廃棄１９，使用予定３ ）あった。）

不用の決定を行うときの保管転換の要否等について，他の機関での利用
は見込まれないとして連絡をとらずに処理していた事例があった。
他の機関との連絡については，出納員等の個人の経験や判断で行ってい

るものがある一方で，職員コミュニケーションシステムの電子掲示板を活
用・周知している事例も見られた。なお，同掲示板については，掲示要領
等の定めもないことから，掲示の内容が不十分なものや削除が適宜行われ
ていないものが見られた。

不用の決定が行われた高額備品８点については，売払い又は廃棄を行う
ときの方法や手続が示されていないこともあり，インターネット等による
売払方法など検討することなく売払いしたもの１点，組替利用１点，廃棄
したもの６点（納入業者無償引取３，産業廃棄物処理委託３（費用４２７
千円 ）となっていた。）

表６ 出先９機関が不用の決定をした高額備品（Ｈ19～21） （単位：点，千円）

廃 棄 保 管 売 払 組 替
区 分 合 計

廃棄費用 転 換 い え

大隅地域振興局保健福祉環境部

大島支庁保健福祉環境部 ３ ４２７ ３

大隅地域振興局建設部

宮之城高等技術専門校

姶良高等技術専門校

鹿児島工業高等学校

隼人工業高等学校 １ ０ １ ２

県立大島病院

県立北薩病院 ２ ０ １ ３

計 ６ ４２７ ０ １ １ ８

表７ 出先９機関における使用実績のない高額備品の今後の予定 （単位：点）

使用実 保 管 売 払
区 分 使 用 廃 棄 未 定

績なし 転 換 い

大隅地域振興局保健福祉環境部 ３ ３

大島支庁保健福祉環境部 １ １

大隅地域振興局建設部 ５ １ ４

宮之城高等技術専門校 ２ １ １

姶良高等技術専門校 ０

鹿児島工業高等学校 ７ ７

隼人工業高等学校 ３ ３

県立大島病院 ０

県立北薩病院 １５ ８ ７

計 ３６ ３ １９ ０ ４ １０
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(ｲ) 取得状況
高額備品の取得状況については，過去３年間に出先９機関において取得

したものは４２点であり，その契約方法については，競争入札によるもの
３８点，随意契約によるもの４点となっていた。また，取得方法について
は，購入３８点，リース４点（県立病院２点，高等技術専門校２点）とな
っていた。

また，取得する高額備品の機種や仕様に関しては，県会計規則等に特段
の定めはないものの，県立病院においては，局長通知に基づく機種選定委
員会において，操作性・保守経費等を総合的に検討・経費の節減に努めて
いたほか，県立高校においても学校長の判断により仕様検討委員会を開催
していた。

表８ 出先９機関における高額備品の取得状況（Ｈ19～21） （単位：点）

一般競 指名競 随意契約
区 分 計

争入札 争入札 うち一者随契

大隅地域振興局保健福祉環境部

大島支庁保健福祉環境部

大隅地域振興局建設部 ２ ２

宮之城高等技術専門校 １ １

姶良高等技術専門校 ２(２) ２(２)

鹿児島工業高等学校 １ １

隼人工業高等学校 ２ ２

県立大島病院 ６(２) １８ ２ ２ ２６(２)

県立北薩病院 １ ５ ２ ２ ８

計 ９(２) ２９(２) ４ ４ ４２(４)

注 （ ）はリースによるもので内数

 監査結果
出先機関における高額備品の適正管理事務について確認・検証したところ，次

のような「改善・検討を要する事項」があった。

【改善・検討を要する事項】
① 高額備品の使用及び管理

出先９機関の高額備品の中には漫然と保有され，事業の休廃止後も使用され
ないまま教室等を長期に占有しているものが見られた。高額備品の適切な使用
・管理を図るためには，使用状況を定期的に把握する必要があることから，管
理調達課を中心に関係課が連携して，財務会計システムに車両類等と同様に，
高額備品に係る使用状況等を入力する項目や集合備品を構成する機器の明細を
入力する項目を設けるなど，高額備品の使用状況を把握し，適切な使用・管理
を図る方策を検討すること。
また，同システムの対象でない公営企業においても，使用状況の把握など高

額備品の適切な使用，管理を図る方策を検討する必要がある。

高額備品の管理については，現物の確認をすることがその基本であることか
ら年１回関係帳簿と現物とを照合確認することとされているが，出先９機関に
おいて，現物の確認の実施が不十分な機関も見られたことから，現物の確認の
必要性を十分認識し確実に実施すること。また，管理調達課及び県立病院課に
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おいては，現物の確認が確実に実施されるための方策を検討するとともに，そ
の確実な実施について指導の徹底を図ること。
高額備品の点検については，常に本来の機能が十分発揮できるよう適時適切

に実施することが重要であるが，出先９機関において，法定点検について適正
に実施されていない事例が見られたことから，法令等に基づき保守点検計画を
策定し適正に実施すること。また，管理調達課及び県立病院課においては，そ
の確実な実施について指導の徹底を図ること。自主点検については，必要に応
じて点検項目等を定めるなどさらに充実強化するほか，点検の結果を記録し保
管しておくこと。

② 高額備品の処分及び取得
高額備品の処分については，出先９機関において，ＬＬ装置やリニアックな

，ど１年間使用実績がなく不用の決定が行われていないものが見られたことから
不用なものについては，職員コミュニケーションシステムの電子掲示板の積極
的な活用などにより速やかに所定の手続きを進めるとともに，取扱未定のもの
については，早急に今後の取扱いについて検討すること。
なお，同電子掲示板については，内容の不十分なものなどが見られたことか

ら，管理調達課を中心に，掲示の方法・項目等についての要領を定めフォーマ
ットの統一を図るなど，情報の共有を図るための方策を検討すること。

 要望
監査の結果 「改善・検討を要する事項」は上記のとおりであるが，加えて，次，

のとおり要望する。

【要望事項】
① 不用の決定が行われた高額備品の売払いや廃棄について必ずしも十分な検討
がなされているとは言い難いことから，管理調達課においては，例えば市町村
等公共団体や公共的団体へ譲渡する仕組や官公庁オークションなどインターネ
ットを通じた売払いなど多様な売払方法を検討するとともに，廃棄する場合に
おいては，例えば複数の機関が共同処理するなど廃棄費用を軽減する方策を検
討すること。

② 高額備品の取得に当たって，その契約の多くは競争入札によるものとなって
おり，引き続き競争性の確保等を図るとともに，効率的な使用や保守経費の軽
減を図る観点から購入とリースとの比較検討を行うこと。
なお，機種，仕様については，必要に応じ検討委員会の設置等により維持経

費等も含め総合的に検討すること。










